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                                      平成２７年２月９日 

  ＫＥＭＰＯＳご担当 殿                                                                  

                                            株式会社 ネットワークス 

                                                           〒561-0893 豊中市宝山町23-31 

                                        TEL06(6844)1069 FAX06(6844)2754 

                                                           〒102-0083 千代田区麹町4-1-4 

                                        TEL03(3556)2921 FAX03(3556)2923 

                 

平成２７年３月バージョンアップのご案内 

 

 拝啓 貴所益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。毎度格別のお引立てに預かりありがとうございます。 

さて、ＫＥＭＰＯＳに関し、以下の点につきバージョンアップを行いますので、ご案内申し上げます。 

バージョンアップ内容の詳細につきましては、追って、弊社ホームページにアップさせていただきます。 

 

                                               敬具 

 

（１）バージョンアップ内容（今回のリリースはVer506fiとなります） 

 

（特許管理） 

 

１．平成２７年４月より導入される特許の異議申立制度に対応しました。 

  それに伴い、従来いくつかのグループに分散していた手続きを「係争」及び「異議審判」グループに 

  まとめました。所属グループを従来から変更したくない場合は、作業前にお知らせ下さい。 

 

２．昨年（平成２６年）末からＩＰＤＬ参照ができなくなった（WindowsUpdateによるInternetExplorerの 

セキュリティ強化のためと思われます）ため、アクセス方式をＩＥから「FireFox+Selenium」に変更 

しました。 

  ※３月２３日からＩＰＤＬが廃止されて同様な新サービスが開始されます。これについては従来のもの 

   との並行期間はなく、また事前に試用期間も設けられていませんので、新サービス開始以降に対応を 

   行うものとなります。今回バージョンアップしていただいたユーザー様には対応が完了しだい修正版 

   をお送りします。対応時期については新サービス開始から１ヶ月程度を予定しています。 

 

（外国出願関係） 

 

３．２０１４年７月１日施行の韓国意匠の法改正に対応しました。 

 

４．２０１４年９月１３日施行のニュージーランド特許の法改正に対応しました。 
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１．平成２７年４月より導入される特許の異議申立制度に対応しました。 

 

付与後異議については、平成１６年（２００４年）１月１日施行の法改正により廃止されましたが、それまでは 

存在していました。したがって、ＫＥＭＰＯＳについては、現在は使用していませんが、制度的な仕組みは 

一部残っています。 

 

変わった点としては、今回の付与後異議では、取消理由に対して権利者が訂正請求を行った場合に、異議申立人 

が意見を述べることができるようになったことです。 

 

これについては、これまでの仕組みにはありませんので、新たに追加しています。 

その他、いくつかの追加・修正を行って整備しています。 

 

１－１．異議申立を行う場合 

 

異議申立はＫＥＭＰＯＳでは係争事件として入力します。 

 

・初期メニュウから「係争事件」を選択します。以下の画面が表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・係争事件の入力画面です。（出願の場合と同一の画面です） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願種別で「特許異議」を選択します。 
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・出願人等では、代表出願人ではなく「依頼人」を選択します。この依頼人は異議申立人です。 

出願種別で「特許異議」を選択している場合、共願種別の初期値は「依頼人」となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・異議申立事件の依頼を受けたら、最初に登録(係争)及び登録公報（係争）を入力します。 

これは、異議申立案件の基礎情報の入力と公報から６か月の異議申立期限を管理するためです。 

 

 ・係争関係の手続きは「係争事件(異議・審判)」にまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・係争関係の手続きです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 4 

 

・登録の入力画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・異議申立事件の登録日・登録番号を入力しておきます。 

 

・登録公報の入力画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・公報日から６か月後に「異議申立」期限がセットされます。 
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・異議申立の入力画面です。 

異議申立は電子出願（インターネット出願）ではできません。書面での提出となります。 

 

 ・出願種別「特許異議」に異議申立期限起算・期間の項目を追加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・出願種別「特許異議」の期限設定に「理由補充」期限を追加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・起算日は「異議申立期限」です。 
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 ・異議申立の入力です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「理由補充」期限がセットされています。 

 公報日（2015/04/02）の６か月後（2015/10/02）の３０日後（2015/11/01）となります。 

 

・異議番号通知の入力です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・理由補充の入力画面です。 
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・訂正通知の入力画面です。 

今回の付与後異議では権利者の訂正請求に対して、異議申立人から意見を述べることができるようになり 

ました。訂正請求の内容が庁から通知された場合に入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「意見書」の期限がセットされます。 

 

・異議意見書の入力です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・取消決定（勝ち）となった場合の入力です。 

異議申立の手続きはこれで終了です。 
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・維持決定（負け）となった場合の入力です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・３０日以内に出訴できます。出訴期限をセットします。 

 

 

・出訴の入力です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・出訴しない場合は、維持決定が確定し特許権は維持されます。 
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１－２．異議申立を受けた場合 

 

特許公報発行後６か月は異議申立期間となりますので、その間は異議申立を受ける可能性があります。 

この期限を管理する場合は登録公報で期限を発生させるように設定を行うようにします。 

必要ない場合は、従来どおり何もしません。 

 

異議申立があった場合、最初に「異議番号通知」が届きます。 

これは、異議申立を受理してから３～４週間で発送されるようです。 

 

異議申立期間を過ぎて２か月程度で異議申立書の副本が送付されてきます。 

ここまでは、権利者として何か行うものはありません。 

 

特許庁の審査で「取消理由なし」となった場合には、そのまま「維持決定」となります。 

この場合は、「維持決定」を入力して終了です。 

 

「取消理由あり」の場合は、取消理由通知が送られてきます。 

これに対して、意見書・訂正請求書を提出します。 

今回、これに対して異議申立人が意見を述べることができますが、これは、権利者には通知されません。 

訂正請求の内容が規定に合っていない場合、権利者に対して却下理由通知がなされます。 

これに対しては、意見書を提出することができます。 

 

以上の工程を経て、異議決定がなされます。 

維持決定の場合は、そのままです。特許権はそのまま維持されます。 

取消決定の場合は、知財高裁に出訴可能です。 
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 ・登録公報を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・６か月後に「異議受け」期限を設定します。 

 

 ・異議受け関係手続きは他のグループに分類していたものを「異議・審判」のグループにまとめました。 
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・異議番号通知の入力画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・他者が異議申立を行った場合、３～４週間でハガキで異議番号通知が届きます。 

  ここが、異議受けの始まりとなります。 

  これに伴う応答手続きはありません。 

 

・異議申立副本の入力画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・異議申立期間終了後、２か月程度で異議申立書の副本が届きます。 
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・取消理由通知の入力画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・取消理由がある場合、取消理由通知が発送されます。 

  取消理由がない場合はそのまま「維持決定」となります。 

 

・意見書の入力画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・取消理由通知に対しては「意見書」「訂正請求書」を提出することができます。 
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・訂正請求書の入力画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・取消理由通知に対して「訂正請求書」を提出することで補正できます。 

 

・訂正拒絶通知の入力画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・訂正請求が規定に合っていない場合、訂正拒絶通知が発送されます。 
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・訂正拒絶理由に対する意見書の入力画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・訂正拒絶通知に対して「意見書」を提出することができます。 

 

・維持決定（勝ち）の入力です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・特許がそのまま維持されたものです。 

  権利者の側からは何もすることはありません。 
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・取消決定（負け）の入力です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・３０日以内に知財高裁へ出訴できます。その期限をセットします。 

 

 ・出訴の入力です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・出訴に伴う期限はありません。 
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２．昨年（平成２６年）末からＩＰＤＬ参照ができなくなった（WindowsUpdateによるInternetExplorerの 

セキュリティ強化のためと思われます）ため、アクセス方式をＩＥから「FireFox+Selenium」に変更 

しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・従来は「InternetExplorer」を使用してIPDLを参照していましたが、２０１４年末頃から参照できなく 

なりました。 

今回ブラウザは「FireFox」を使用し、アクセスツールはフリーの「SeleniumVba」を使用することで 

アクセスできるようになりました。 
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３．２０１４年７月１日施行の韓国意匠の法改正に対応しました 。 

 

韓国のデザイン保護法（意匠法）が2013年5月28日付で全面改正され、2014年7月1日から施行されました。 

 

① 存続期間が登録日から１５年が出願日から２０年となります。2014年7月1日以降に出願した件に対して適用

されます。 

  

② 類似意匠制度を廃止され、関連意匠制度が導入されました。 

  関連意匠は本意匠の出願から１年以内に行う必要があります。（KEMPOSでは管理しません） 

  関連意匠の存続期間は本意匠と同じです。 
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 ・KR意匠14の出願種別の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・存続期限が出願日から20年と設定されています。 

 

 ・KR意匠14の手続きの設定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・「登録査定」「納付」「登録」が独自に設定されています。 
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 ・KR関連意匠14の出願種別の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・存続期限は親の本意匠に準じます。 

 ・関連出願には「類似意匠」とセットされています。 

 

 ・KR関連意匠14の手続きの設定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・「登録査定」「納付」「登録」が独自に設定されています。 

 



 20 

 

 ・KR意匠14の出願台帳画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・KR関連意匠の出願台帳画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・関連出願には「本意匠」がセットされています。 

 

 ・関連意匠入力後の本意匠の画面。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・関連出願には「関連意匠」がセットされています。 
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 ・KR意匠14（本意匠）の登録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・存続期限は出願日から20年後の日付がセットされています。 
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 ・KR関連意匠14（関連意匠）の登録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・存続期限には親の本意匠（KR意匠14）の存続期限が転記されています。 
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４．２０１４年９月１３施行のニュージーランド特許の法改正に対応しました。 

 

改正法の適用対象となるのは、2014年9月13日以降に出願されたニュージーランド出願、及び2014年9月13日 

以降にニュージーランドへと国内移行されたPCT出願である。なお、分割出願については、親出願と同様の 

法が適用されます。 

  

主な改正点は、以下のとおり： 

  

・絶対新規性の導入 

・審査請求制度の導入 

・より高い基準に基づく特許性の判断 

 

①審査請求制度が設けられました。従来は審査請求制度はありませんでした。 

  ・審査請求期限は「出願から5年以内」または「審査請求指令を受けてから2か月以内」のうち早い方。 

  （オーストラリアと同様。） 

 

②年金の支払いルールの変更 

１．５年度分からの維持年金。（出願時に４年後の期限をセット）。従来は登録後から。 

・既に登録されているもの。現在の期限はそのまま。次回納付後は毎年。 

 ・2014/9/13以降のNZ出願/PCT移行。初回は出願日から4年の応答日。以後毎年納付。 

  ・2014/9/12以前のNZ出願/PCT移行。従来どおり。登録されるまで年金発生しない。初回納付後より 

毎年納付。 

  

 ③NZ特許の修正 

   ・年金起算日：出願日で変更なし。 

   ・設定納付年：４年で変更なし。 

   ・年金納付年：３年を１年に修正。従来は３年毎に納付していた。(4,7,10,13) 

   ・初回年金：登録の入力で発生。出願日から４年後。 

  

 ④NZ特許14の設定 

   ・維持年金にチェック 

   ・年期起算日：出願日 

   ・設定納付年：４年 

   ・年金納付年：１年 

   ・初回年金：出願の入力で発生。出願日から４年後。 
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 ・NZ特許14の設定画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・審査請求期限が「出願(遡及)」から５年でセットされています。 

 

 ・年金関係の設定です。 
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 ・出願の入力です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・納付年数には「４」年がセットされています。 

 ・審査請求期限には出願日から５年後の日付がセットされています。 

 

 ・出願入力後の出願台帳画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・審査請求期限が出願日から５年で計算されています。 

 ・納付年には「４」がセットされています。 

 ・年金期限が出願日から４年で計算されています。 
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 ・審査請求指令の入力画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・応答期限「審査請求指令」が指令日から２か月後でセットされています。 

 

 ・転記時に以下のメッセージが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・「審査請求指令」入力後の出願台帳画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・審査請求期限が審査請求指令から２か月後に再計算されています。 

 


